
2D5 日本とアジア N I E s の産業技術比較 

九手 一彰， 0 西村 邦雄，遠藤 達弥 ( 科学技術と経済の 会 ) 

ェ ・ はじめに アジア NI E s は 7 0 年代に積極的な 輸出指向型工業化を 目指して急成長を 遂げ、 さ ら 

に 8 0 年代には日本をはじめとする 先進工業国からの 直接投 英 による産業基盤の 拡大、 技 

術 移転、 人材育成等により、 更に産業技術力を 伸ばしてきた。 

そして、 自国内の産業技術力を 発展させ、 国情に合わせた 経済発展を遂げるために 現地 

政府は産業技術育成政策等を 立てて先進工業国からの 科学技術の吸収・ 応用を図り、 かっ 

国内製造業の 育成をおこない 始めている。 

( 社 ) 科学技術と経済の 会では、 財団法人機械振興協会経済研究所の 委託による平成 2 

年度「 N T E s における研究開発戦略に 関する調査一アジア N I E s の産業技術の 現状と 

その分析 一 」の一環としてアンケート 調査 票 による「アジア NI E s の産業技術の 現状に 

関する比較調査」を 実施した。 

この報告では、 本 アンケート調査結果からの 一部を紹介する。 

2. 繍 査の概要 

ホ 調査所宛では、 日本、 韓国、 シンガポール、 台湾の経済活力に 着目し、 それらの国・ 

地域の製造業企業の 経営戦略、 R&D 動向、 技術基盤および 経済的技術的な 相互依存関係 

を調査・分析する 目的で、 アンケート調査票を 統一した フ オームにより 日本語・韓国語・ 

英語で作成し、 日本・韓国・シンガポールにてアンケート 調査をおこなった。 

1) 日本 

我が国の上掲会社より 製造業 1 1 5 社を対 隷 としたアンケート 調査票を発送し、 3 9 社 

の 協力を得た。 ( 回収率 : 34%) 

2) 韓国 

権 苦情 氏 ( 韓国 : 成均 館 大学校工科大学教授 ) のご協力により、 韓国の援遺業 t 00 社 

を対 恨 としたアンケート 調査票を発送し、 34 社の協力を得た。 ( 回収率 : 34%) 

3 レンガポール 

SU  CHOON LIN  氏 (R&D  RESEARCHER,  APP し IED  RESEARCH  CORPORATION,  SINGAPORE)  のご 

協力により、 シンガポールの 製造業 1 0 0 社を対 隷 としたアンケート 調査票を発送し、 2 

6 社の協力を得た。 ( 回収率 : 2 6%) 
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8. 調査結果 

(1) 企業の研究 諸 活動および政策 

1) 日本は、 「韓国・シンガポール・ 台湾は日本より 遅れている」とみている。 

2) 韓国は、 「韓国より日本が 進んでいる。 また、 韓国はシンガポール・ 台湾と同じ水準に 

あ る」とみている。 

3) シンガポールは 、 「シンガポールより 日本がかなり 進んでおり、 また韓国‥台湾はやや 

進んでいる」とみている。 

(2) 各業種の技術 水 単比較 

1 日本は、 「日本より韓国・シンガポール・ 台湾は遅れている。 特に、 シンガポールは 自 

助車 工業 ・航空機工業、 台湾は航空機工業がかなり 遅れている。 3 国は相互に同じ 水 

準 にあ る」とみている。 

2) 韓国は、 r 韓国より日本は 全般的に進んでいる。 シンガボール・ 台湾は韓国とほほ 同じ 

水軍にあ るが、 繊維工業・鉄鋼業・ 機械工業・造船業・ 自動車工業・ 航空機工業は 韓国 

より遅れている。 また、 金属製品工業・ 重電機械工業，通信，竜子機器工業はシンガボ 

一ルより台湾が 進んで い る」とみている。 

3) シンガポールは、 r 全般的に日本・ 韓国・台湾はシンガポールより 同じ人 運 以上であ る。 

また、 日本は韓国・シンガポールより 進んでいる。 また、 造船業・航空機工業はシンガ 

ポール・日本・ 韓国が同じ水準にあ る」とみている。 

表 Ⅰ 研究開発活動等の 比較 
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表 2  各業種の技術水準比較 

八 - B     各 項目による仮有広軌 
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参考 寅料 : 各国・地域の 産業技術政策関連要項 

ェ ・韓国 
1) 基礎科学新興元年 (1 9 89 年 ) 

8 9 年 : 1 「産業開発促進法 i 「技術信用保証基金 J 「基礎科学研究振 興法由 

下民間企業の 構造祝捷及び 経営安定に関する 特別措置法Ⅰ 

9 0 年 : lr 科学及び産業技術発展基本計画Ⅰ 
甲 産業技術研究組合育成法 山 

7 科学及び産業技術発展基本計画』 
1 「 4. 4  景気浮揚対策 J 「 5. 7  大統領特別談話 山 

F 科学及び産業技術発展基本計画』 
2) 重要な政府機関 

①韓国科学技術院 (KI ST)  ②韓国先端科学技術院 (KAI ST) 

2. シンガボール 
9 0 年代 ; 「ト一タル・ビジネス・センター」 

1) 経済開発局 (EDB) の 7 政策 
・地域協力 :  「成長の姉角地帯 (GR0WTH  TRIANGLE)  J 
・ト一タル・ビジネス 
  サービス産業の 育成・強化 

  地場企業の育成 

・海外直接投寅の 展開 
・ニッチ産業の 育成 
・新技術獲得 

2) 国家科学技術局 (NSTB: g 1 年上方に発足 ( 前身は SCS) 
            科学技術研究の 振興と人材開発 

3. 台湾 
1) 国内産業育成政策 

9 0 年 : T 宇宙航空工業発展方案』 子授追栗 投文及び高度化促進方案Ⅰ 
Q 工手 : Ir 産業高度化促進条例 Jl lu 中小企業発展条例 山 

2) 重要な科学技術会話 
①全国科学技術会 穏 ②国家建設研究会 ③科学技術展間合音 

3) 技術移転の促迫機関 
  台北技術移転センターと 東京技術交流センター 

  アジア太平洋科学技術協会 

項目 国別 大韓民国 シン ヵ *- はれ 目 合 漣偉亜 長日 )  日 本 

人日田万人 :89) 42. 4 2, 7 20. 1 Ⅰ 23. 3 

名目 GNP(EF 耳 :89) 2. 101   262・ 1, 532 28.@ 363 

8 lA 白 GNP(F Ⅱ :89) 4 @ 9 6 9.898CGDP) 7. 509 23, 213 

実質経済成長率 
88 12. 4       1 (GDP) 7. 8 4. I 
89( 好定 1) 6. 7 9. 2 (GDP) 7. 2 3. 3 

R &    (88)  支出 34 色 3000 万 守 1t8000 万 $C8  15 色 6000 万 9  762 億 8000 万 6 
肘 GNPT  l. 90% 0. 9 Ⅹ (87) 1. 22% 2. 62% 

研究員 (88) 5. 万 A 3, 4 ㏄ 人 3. 5 万人 44. 1 万人 

Ⅰ万人人 a 世 13. 5 人 27A@ C87) 17.@8A 35.@9A 
  

出所 : 「科学技術日害」平成 2 年版 科学技術庁 垢 
「アジア主要国・ 地域の経済統計」 1 9 9 0 年 1 0 月 日興リサーチセンタ 一 竿 

一 127  一 


